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○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を
行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率で、
地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

（単位：千円）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

592,280 504,883 598,126 803,712 679,932

用地特別会計 88 88 88 88 88

旧東山老人ホーム組合分 - 0 - - -

592,368 504,971 598,214 803,800 680,020

10,358,241 10,230,788 10,492,658 11,008,953 10,847,359

- - - - -

(5.71%) (4.93%) (5.70%) (7.30%) (6.26%)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

国民健康保険事業特別会計 137,518 180,896 271,658 393,096 218,202
介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定） 231,320 217,289 202,283 288,957 204,689

後期高齢者医療特別会計 2,164 2,128 2,719 2,097 2,838
介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定） 2,289 4,943 7,867 10,190 12,539

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

水道事業会計 728,187 725,465 744,343 769,771 709,107

下水道事業会計 - - 16,917 41,839 54,792

公共下水道事業特別会計 16,046 9,473 - - -

農業集落排水事業特別会計 2,933 3,048 - - -

生活排水処理事業特別会計 6,959 23,832 - - -

1,719,784 1,672,045 1,844,001 2,309,750 1,882,187

10,358,241 10,230,788 10,492,658 11,008,953 10,847,359

- - - - -

(16.60%) (16.34%) (17.57%) (20.98%) (17.35%)

○用語解説
・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源（地方税、普通交付税等）の規模を示すもの
・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出の実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額
・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産

の額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）
・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした
額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度
を示す指標ともいえます。

（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

○　実質公債費比率は、以下に示すように、（１）単年度の実質公債費の比率を計算し、（２）その過去３ヶ年の平均値を計算
することにより算定します。

（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はR4決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） （単位：千円、％）

1,890,657 - 1,312,630 578,027

10,847,359 - 1,312,630 9,534,729

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

4.739112287 （R2単年度の実質公債費比率）

+

5.145870462 （R3単年度の実質公債費比率） 15.94731551 ／３＝

+

6.062332763 （R4単年度の実質公債費比率）

○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較
や過去からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の
一般会計等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

1,254,655 1,180,727 ▲ 5.9 1,337,217 13.3 1,481,480 10.8 1,608,235 8.6

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

233,099 216,231 ▲ 7.2 217,735 0.7 229,746 5.5 239,623 4.3

5,583 5,583 0.0 9,487 69.9 10,359 9.2 11,016 6.3

32,790 30,265 ▲ 7.7 29,766 ▲ 1.6 29,402 ▲ 1.2 31,646 7.6

62 92 48.4 123 33.7 110 ▲ 10.6 137 24.5

1,526,189 1,432,898 ▲ 6.1 1,594,328 11.3 1,751,097 9.8 1,890,657 8.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

245,035 236,804 ▲ 3.4 204,041 ▲ 13.8 191,114 ▲ 6.3 173,754 ▲ 9.1

862,119 810,248 ▲ 6.0 923,134 13.9 1,034,337 12.0 1,116,377 7.9

24,928 24,896 ▲ 0.1 24,472 ▲ 1.7 23,404 ▲ 4.4 22,499 ▲ 3.9

1,132,082 1,071,948 ▲ 5.3 1,151,647 7.4 1,248,855 8.4 1,312,630 5.1

◎　一般会計等の負担額（分子） （単位：千円、％）

(a)-(b) H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

394,107 360,950 ▲ 8.4 442,681 22.6 502,242 13.5 578,027 15.1

算入公債費等の額(b)

公債費算入（元利・準元利）

密度補正（元利・準元利）

一般会計等の負担額

6.06233276%

5.3%

実質公債費
比率

令和4年度

5.3%

④公営企業債繰入額

R4決算単年度の
実質公債費の

比率

令和3年度
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＝
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＝
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２．実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

4,619,392 4,688,148 1.5 4,840,322 3.2 4,728,742 ▲ 2.3 5,023,080 6.2

5,261,233 5,170,866 ▲ 1.7 5,280,265 2.1 5,772,275 9.3 5,682,751 ▲ 1.6

477,616 371,774 ▲ 22.2 372,071 0.1 507,936 36.5 141,528 ▲ 72.1

10,358,241 10,230,788 ▲ 1.2 10,492,658 2.6 11,008,953 4.9 10,847,359 ▲ 1.5

1,132,082 1,071,948 ▲ 5.3 1,151,647 7.4 1,248,855 8.4 1,312,630 5.1

◎　比較する財政の規模（分母） （単位：千円、％）

(c)-(b) H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

9,226,159 9,158,840 ▲ 0.7 9,341,011 2.0 9,760,098 4.5 9,534,729 ▲ 2.3

（単位：％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

4.271625928 3.941001262 ▲ 7.7 4.739112287 20.3 5.145870462 8.6 6.062332763 17.8

○　経年推移グラフ

　○用語解説
・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源（地方税、普通交付税等）の規模を示すもの
・①元利償還金：一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額

を控除した額
・②積立不足額：減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債：実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金

相当額
・④公営企業債等繰入額：一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められる

もの
・⑤組合等負担等額：一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと

認められるもの
・⑥債務負担行為：債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に

基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金：当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額：地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要

額として算入された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の
実質公債費の比率

算入公債費等の額(b)

比較する財政の規模

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

標準財政規模(c)
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○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般
会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の
度合いを示す指標ともいえます。

（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

・令和4年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子） （単位：千円、％）

33,785,993 - 33,672,740 113,253

10,847,359 - 1,312,630 9,534,729

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(D) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる（「-」で表示）。

○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去
からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能となります。

○　特に「将来負担額(A)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償
を行っている出資法人等に係るものを含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析
する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(A)」－「充当可能財源等(B)」〕

○　将来負担額(A)の内訳 （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

17,882,486 18,702,683 4.6 21,383,287 14.3 25,543,001 19.5 27,088,790 6.1

200,885 188,683 ▲ 6.1 169,077 ▲ 10.4 184,842 9.3 155,112 ▲ 16.1

3,814,035 3,811,280 ▲ 0.1 3,605,377 ▲ 5.4 3,309,721 ▲ 8.2 3,359,832 1.5

0 0 0 0 0

3,181,669 3,262,547 2.5 3,189,125 ▲ 2.3 3,141,375 ▲ 1.5 3,182,259 1.3

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

25,079,075 25,965,193 3.5 28,346,866 9.2 32,178,939 13.5 33,785,993 5.0

○　充当可能財源等(B) （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

10,028,108 9,920,678 ▲ 1.1 10,130,468 2.1 10,807,721 6.7 11,379,561 5.3

1,069,478 1,244,568 16.4 1,099,510 ▲ 11.7 928,969 ▲ 15.5 767,882 ▲ 17.3

0 0 0 0 0

15,189,338 15,589,318 2.6 17,496,122 12.2 20,411,015 16.7 21,525,297 5.5

26,286,924 26,754,564 1.8 28,726,100 7.4 32,147,705 11.9 33,672,740 4.7

◎　実質的な将来負債額（分子） （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

▲ 1,207,849 ▲ 789,371 ▲ 379,234 31,234 皆増 113,253 262.6

将来負担比率

令和4年度

1.1 %

みやま市
３．将来負担比率の状況と推移

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - - 0.3 %

将来負担額(A)

①地方債の現在高

②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額

④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額

⑥負担見込額〔地方道路公社〕

実質的な将来負債額

(A)-(B)〔算定の分子〕

充当可能基金

特定歳入〔都市計画税以外〕

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額

充当可能財源等(B)

⑧負担見込額〔第三セクター等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額

＝

⑪組合連結実質赤字額

＝＝
令和4年度

将来負担比率 1.1%

⑦負担見込額〔土地開発公社〕
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３．将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

10,358,241 10,230,788 ▲ 1.2 10,492,658 2.6 11,008,953 4.9 10,847,359 ▲ 1.5

1,132,082 1,071,948 ▲ 5.3 1,151,647 7.4 1,248,855 8.4 1,312,630 5.1

◎　比較する財政の規模（分母） （単位：千円、％）

H30決算 R元決算 増減率 R2決算 増減率 R3決算 増減率 R4決算 増減率

9,226,159 9,158,840 ▲ 0.7 9,341,011 2.0 9,760,098 4.5 9,534,729 ▲ 2.3

○　経年推移グラフ

　○用語解説
・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源（地方税、普通交付税等）の規模を示すもの
・①地方債の現在高：一般会計等の決算年度末における地方債現在高
・②債務負担行為：債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に

基づく支出予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）
・③公営企業債等繰入見込額：一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等から

の繰入れが必要と見込まれる額
・④組合負担等見込額：当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が

必要と見込まれる額
・⑤退職手当負担見込額：退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、

一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額
・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

：・地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案して一般
会計等において実質的に負担することが見込まれる額

　・当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案して一般会計等において実
質的に負担することが見込まれる額

　・設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとし
て当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財
務・経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額：地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額
・⑪組合連結実質赤字額：一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込ま

れる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

比較する財政の規模

標準財政規模(C)

算入公債費等の額(D)

(C)-(D)〔算定の分母〕
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将来負担額(A)の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為
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⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三セクター等〕
⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額
⑪組合連結実質赤字額
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充当可能財源等(B)の総額及び内訳

充当可能基金

特定歳入〔都市計画税以外〕

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額

▲ 1,208
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率

百万円 百万円

百万円


